
基安発第 1020001号

平成 18年 10月 20日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

社団法人 日本化学工業協会長 殿

化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善に関する

改正労働安全衛生法の円滑な施行について (要請)

安全衛生行政の推進につきましては､平素から御理解と御協力を頂き感謝申し上げます｡

さて､｢化学品の分類および表示に関する世界調和システム｣に関する国連勧告を踏ま

えた化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善を図ることを目的として､新たに絵表

示等を表示すべき事項とすること等を内容とする改正労働安全衛生法 (以下 ｢改正法｣と

いう｡)が､平成 18年 12月 1日から施行されます｡

また､改正法では､表示 ･文書交付の対象物質を ｢健康障害を生ずるおそれのある物｣

だけでなく ｢危険を生ずるおそれのある物｣に拡大することとしており､表示 ･文書交付

対象物質に危険物を追加する ｢労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令｣等の関係政

省令が公布され､平成 18年 12月 1日から施行されます｡

このため､厚生労働省では､改正法及び関係政省令 (以下 ｢改正法令｣という｡)の円

滑な施行に向けて､別添の改正法令の内容の周知を図ってまいります｡

ついては､とりわけ貴会におかれましては､下記に留意の上､会員事業者その他の関係

事業場に対して積極的に周知を図っていただくようお願いいたします0

記

1 貴会において説明会を開催すること｡

2 貴会において相談対応を行 うこと｡

3 都道府県労働局において説明会を開催することとしており､会員事業者その他の関係

事業場に対し､これ-の参加を勧奨すること0

4 周知に当たっては､別紙を参考とされたいこと｡









基安発第 1020002号

平成 18年 10月 20日

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

別添の関係団体の長 殿

化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善に関する

改正労働安全衛生法の円滑な施行について (要請)

安全衛生行政の推進につきましては､平素から御理解と御協力を頂き感謝申し上げます｡

さて､｢化学品の分類および表示に関する世界調和システム｣に関する国連勧告を踏ま

えた化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善を図ることを目的として､新たに絵表

示等を表示すべき事項とすること等を内容とする改正労働安全衛生法 (以下 ｢改正法｣と

いう｡)が､平成 18年 12月 1日から施行されます｡

また､改正法では､表示 ･文書交付の対象物質を ｢健康障害を生ずるおそれのある物｣

だけでなく ｢危険を生ずるおそれのある物｣に拡大することとしており､表示 ･文書交付

対象物質に危険物を追加する ｢労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令｣等の関係政

省令が公布され､平成 18年 12月1日から施行されます｡

このため､厚生労働省では､改正法及び関係政省令 (以下 ｢改正法令｣という｡)の円

滑な施行に向けて､別添の改正法令の内容の周知を図ってまいります0

つきましては､貴会におかれましても､下記に留意の上､会員事業者に対する周知に向

けたご協力をお願いいたします｡

記

1 必要に応じ､貴会において説明会を開催すること｡

2 都道府県労働局において説明会を開催することとしており､会員事業者に対し､これ

-の参加を勧奨すること｡

3 周知に当たっては､別紙を参考とされたいこと｡
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(別紙)

1 改正法令に係るパンフレットについて

改正法令に係るパンフレットについては､10月下旬より配布する予定ですので､必

要な団体におかれましては､厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課化学安全

班 (電話 03-5253-1111内線5517)にお問い合わせ下さい｡

2 貴会における改正法令に係る説明会の開催について

記の1の説明会を開催する場合､当省からの講師派遣につきましても､可能な限り対

応することとしておりますので､事前に､経済産業省製造産業局化学課化学品安全班 (電

話 03-3501-1737)にご照会下さい｡

3 都道府県労働局が開催する改正法令説明会の参加勧奨について

記の2の説明会は､ 10月下旬から11月中旬にかけて開催するので､できるだけ多

くの事業場-の参加勧奨をお願いします｡実施 日等は､各都道府県労働局労働基準部安

全衛生課又は労働衛生課にお問い合わせ下さい｡

4 表示ラベルの作成支援について

中央労働災害防止協会化学物質管理支援センターにおいて､簡易に表示ラベルを作成

できるシステムを公開することとしています｡

5 問い合わせ窓口について

①各都道府県労働局労働基準部安全衛生課又は労働衛生課 (各都道府県労働局問い合

わせ窓口一覧参照)

②中央労働災害防止協会化学物質管理支援センター (電話 03-3452-6377)

③厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

(電話 03-5253-1111(内線 5517,5514,5509)､03-3502-6756(直通))

において､改正法令に係る問い合わせ窓口を設置しますO

なお､(社)日本化学工業協会においても､問い合わせ窓口が設置されておりますので

お知らせします｡(電話 03-3297-2568)
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労働安全衛生法施行令及び労働安全衛生規則の改正について

(化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善関係)

平成 18年 10月

厚 生 労 働 省

1 改正の趣旨

｢化学品の分類および表示に関する世界調和システム｣に関する国連勧告を

踏まえた化学物質等に係る表示及び文書交付制度の改善を図るため､労働安全

衛生法の改正が行われ､平成 18年 12月 1日から施行される｡

改正法では､表示 ･文書交付の対象物質を ｢健嘩障害を生ずるおそれのある

物｣だけでな く ｢危険を生ずるおそれのある物｣に拡大することとされたOこ

のため､表示 ･文書交付対象物質として､危険な物質を追加する等､国連勧告

に対応 して表示及び文書交付制度を改善するため､労働安全衛生法施行令等に

ついて必要な改正を行 うこととする｡

2 労働安全衛生法施行令の改正

(1)表示の対象となる物質の範囲の拡大

譲渡 ･提供する際に容器 ･包装に､名称 ･成分等を表示 しなければならな

い物として､危険を生ずるおそれのあるエチルアミン等の 8物質及びこれら

を含有する製剤その他の物を追加する｡

※ 追加される8物質

エチルアミン､過酸化水素､次亜塩素酸カルシウム､

硝酸アンモニウム､ニトログリセリン､ニトロセルローズ､

ピクリン酸､ 1, 3-ブタジエン

(2)文書交付の対象 となる物質の範囲の拡大

譲渡 ･提供する際に文書交付等により､名称 .成分等を通知 しなければな

らない物として､危険を生ずるおそれのある次亜塩素酸カルシウム等の3物

質及びこれらを含有する製剤その他の物を追加する｡
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※ 追加される3物質

次亜塩素酸カルシウム､硝酸アンモニウム､ニ トロセルローズ

(3)経過措置

改正により表示 ･文書交付の対象に追加されるものの うち､政令の施行

の際現に存するものについて､経過措置を設けることとする｡

ア 表示に関する経過措置

エチルアミン等及びエチルアミン等を含有する製剤その他の物の うち､

政令の施行の際現に存するものについては､平成 19年 5月3 1日までの

問は､表示の規定は適用 しないものとする｡

イ 文書交付に関する経過措置

次亜塩素酸カルシウム等及び次亜塩素酸カルシウム等を含有する製剤そ

の他の物のうち､政令の施行の際現に存するものについては､平成 19年

5月3 1日までの間は､文書交付の規定は適用 しないものとする｡

(4)施行期 日

平成 18年 12月 1日とする｡

3 労働安全衛生規則の改正

(1)表示の対象となるものの濃度範囲の拡大 (別添 1)

国連勧告に対応 し､労働安全衛生法施行令第 18条及び別表第 3第 1に掲

げる表示の対象物質を含有する製剤その他の物について､表示の対象 となる

ものの濃度範囲の見直 しを行 うこととする｡

(2)文書交付の対象となるものの濃度範囲の拡大 (別添 2)

国連勧告に対応 し､労働安全衛生法施行令別表第 3第 1及び別表第 9に掲

げる文書交付の対象物質を含有する製剤その他の物について､文書交付の対

象 となるものの濃度範囲の見直 しを行 うこととする｡

(3)経過措置
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ア 表示の対象 となるものについて

(ア)含有量が 1%未満であるものに対する経過措置

名称等を表示 しなければな らない物 として新たに (1)に掲げられる

製剤その他の物の うち､表示対象物質の含有量がその重量の 1%未満の

ものについては､平成 20年 11月 30日までの間は､表示の規定は適

用 しないものとする｡

(イ)施行 日の際現に存するものに対する経過措置

名称等を表示 しなければな らない物 として新たに (1)に掲げられる

製剤その他の物で､表示対象物質の含有量がその重量の 1%以上の もの

の うち､施行の際現に存する物については､平成 19年 5月 3 1日まで

の問は､表示の規定は適用 しないものとする｡

イ 文書交付の対象 となるものについて

(ア)含有量が 1%未満であるものに対する経過措置

名称等を通知 しなければならない物 として新たに (2)に掲げられる

製剤その他の物のうち､文書交付対象物質の含有量がその重量の 1%未

満のものについては､平成 20年 11月 30日までの間は､文書交付の

規定は適用 しないものとする｡

(イ)施行 日の際現に存するものに対する経過措置

名称等を通知 しなければならない物 として新たに (2)に掲げられる

製剤その他の物で､文書交付対象物質の含有量がその重量の 1%のもの

の うち､施行の際現に存する物については､平成 19年 5月 3 1日まで

の間は､文書交付の規定は適用 しないものとする｡

(4)施行期 日

平成 18年 12月 1日とする｡

4 関係告示の制定

(1)労働安全衛生法第 57条第 1項第 2号の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る標章

｢労働安全衛生法第 57条第 1項第 2号の規定に基づき厚生労働大臣が定
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める標章を定める告示｣を制定 し､JISZ7251｢GHSに基づ く化学物質等

の表示｣を引用 し､同 JISに規定される絵表示を表示するものとする｡

(2)経過措置

改正前の規定に掲げる事項が表示されている容器等のうち､施行の際現に

存するものについて､平成 19年 5月 3 1日までの間は､告示 を適用 しない

ものとする｡

(3)施行 日

平成 18年 12月 1日とする｡

5 施行後の周知指導

施行後においても重点的に周知指導を行 うこととし､事業者に対 し改正法の

趣 旨､内容等について十分周知 し､改善するよう指導することとする｡
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